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台湾の三角関係を論じた著書である。その全 15 章のうち 5 章で日本と台湾の
関係を検討し、日台関係を東西「冷戦」構造の大きな枠組みの中に置くことに
よって問題の複雑性をより具体的に考察している。「吉田茂内閣以降の日本歴
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台湾政策はおおよそ 3 段階に分けられるとする。（1）1952 年から 72 年までは、
日台の「外交」関係樹立、発展の段階である。双方の関係は政治・経済・軍事・




す密接で活発になった段階である。その後、陳奉林は 2001 年から 04 年までに
さらに多くの日台関係史の論文を発表している17。これまでに、戦後日台関係史
に関する研究は、比較的単一的な日本の対中政策研究の範疇を脱却し、その領
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重点が置かれている。第三に、学問分野を越えた多領域の研究方法が採用され
るようになった。例えば、中米日三角関係あるいは米日台三角関係など多角的
な視野で日台関係を観察し、その学術研究の発展を推進している。第四に、従
来の日台関係研究には、依然として不均衡な現象が存在している。例えば、日
台関係の研究については多くが政治・経済関係に集中し、日台の文化交流や軍
事交流などの研究にはあまり関心が払われていない。第五に、大陸の学界の日
台関係史の研究にかんがみて、日本研究と台湾研究の二領域に分散し、対日事
務や対台湾事務もまた外交部と台湾事務辦公室の二系統に帰属している。
日本研究者は日本の対台湾政策には通じているが、台湾社会の内情には通じ
ておらず、台湾研究者は台湾社会の内情には通じているが、日本の社会文化に
通じていないばかりか、日本語資料を読むこともできない。今後、両者が意思
疎通を深め、積極的に協力し、効果的に整合させることを期待する。
（翻訳：小都晶子）
